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環境に関する手続きについて 
 

１．環境に関する手続き 
＞「環境影響評価法」では、「調節池」は対象事業となっていないため、法に基づく環境アセス

メントの対象とはなりません。 
＞「さいたま市環境影響評価条例」では「調節池の設置」が対象事業の要件に記載されています。 

荒川第二・三調節池の規模から、「さいたま市環境影響評価条例」に基づく、環境影響評価
（環境アセスメント）の対象となります。 

 

資料４ 

 

 

 

今回事業の事業予定地は 

C 地域に該当するため、 

面積 3ha 以上が対象となる。 

 

荒川第二・三調節池：約 920ha 

→さいたま市条例に基づく 

環境アセスメントの 

対象となる 

※さいたま市の環境影響評価制度 
パンフレットを参考に、一部加筆 

（さいたま市環境影響評価条例の対象事業） 
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２．さいたま市環境影響評価の手続きの流れ 
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※さいたま市の環境影響評価制度パンフレットを参考に、一部加筆 


